
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数: 85項目

問題あり: 0件

要確認: 3件

問題なし: 82件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞の検証  

1.1 人名  

前原誠司（まえはら せいじ）

記載内容：「前原誠司（まえはら せいじ）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に同じ表記で記載

吉村洋文

記載内容：「吉村洋文代表」

検証結果：△要確認

理由：PDF文書では「吉村洋文代表の下で党共同代表に就任」との記載があるが、吉村氏が代表なのか、別
の体制なのか文脈が不明瞭。ただし記事は文書の記載に忠実

馬場伸幸

記載内容：「馬場伸幸代表」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に「馬場伸幸代表らと共同で」と記載

堀場幸子

記載内容：「堀場幸子氏（京都選出の維新議員）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に同じ記載

玉木雄一郎

記載内容：「玉木雄一郎代表」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

石破茂

記載内容：「石破茂首相（当時）」

検証結果：△要確認
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理由：PDF文書3ページ目では「石破茂首相（当時）」との記載。しかし2023年時点で石破氏は首相ではない
ため、文書自体の記述に疑問がある。記事は文書に忠実だが、事実として2023年の党首討論で石破氏が首相
だったかは要確認

鈴木エイト

記載内容：「鈴木エイト氏」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

安倍晋三/安倍首相

記載内容：記事中複数箇所

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書に記載

菅直人

記載内容：「菅直人内閣」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

1.2 組織名・団体名  

日本維新の会

記載内容：複数箇所

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書全体で使用

民主党/民進党/国民民主党

記載内容：複数箇所で使用

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書に記載

希望の党

記載内容：「希望の党合流を経て」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

松下政経塾

記載内容：「松下政経塾で研鑽を積み」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

京都大学法学部

記載内容：「京都大学法学部を卒業後」
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検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

社会保険労務士議員連盟

記載内容：複数箇所

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書4-5ページ目に記載

新世紀の安全保障体制を確立する若手議員の会

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

新憲法制定議員同盟

記載内容：「新憲法制定議員同盟」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

国際観光産業振興議員連盟

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

建設職人の安全・地位向上推進議員連盟

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

教育無償化を実現する会

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

世界平和統一家庭連合（旧統一教会）

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

1.3 地名  

京都府/京都2区

記載内容：複数箇所

検証結果：✓正確
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根拠：PDF文書1ページ目に記載

大阪

記載内容：「大阪都構想」など

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書に記載

米原/小浜

記載内容：「米原ルート」「小浜・京都ルート」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目、9ページ目に記載

尖閣諸島

記載内容：「尖閣諸島周辺」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に記載

ウクライナ

記載内容：「ウクライナ危機」

検証結果：✓正確

根拠：文脈上適切（PDF文書7ページ目に2022年の言及として記載）

1.4 役職名  

衆議院議員

記載内容：「衆議院議員（京都2区、当選11回）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

外務大臣

記載内容：複数箇所

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

国土交通大臣

記載内容：複数箇所

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

国家戦略担当大臣

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載
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党共同代表

記載内容：「2024年12月、吉村洋文代表の下で党共同代表に就任」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

政務調査会長代理

記載内容：「2016年頃、民進党の政務調査会長代理を務めた」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書4ページ目に記載

衆議院安全保障委員長

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に記載

2. 数値情報の検証  

2.1 日付・年月  

2015年～2025年（分析期間）

記載内容：「2015年から2025年7月までの10年超」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

2024年10月（衆院選）

記載内容：「2024年10月の第50回衆議院議員総選挙」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

2024年12月（共同代表就任）

記載内容：「2024年12月、吉村洋文代表の下で党共同代表に就任」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

2024年6月（法案提出）

記載内容：「2024年6月、前原氏は維新の馬場伸幸代表らと共同で...法案を衆議院に提出」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

2023年末（国民民主党離党）

記載内容：「2023年末には教育無償化推進を掲げる議員グループを率いて国民民主党を離党」

検証結果：✓正確
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根拠：PDF文書1ページ目に記載

2017年（民進党代表）

記載内容：「2017年には民進党代表として政界再編に関与」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

2015年1月（代表質問）

記載内容：「2015年1月、民主党所属だった前原氏は衆院本会議の代表質問に立ち」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に「2015年1月」と記載

2011年3月（外国人献金問題）

記載内容：「2011年3月、菅直人内閣で外務大臣を務めていた前原氏は...」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

2011年（統一教会関連）

記載内容：「2011年に統一教会系メディア『ワシントン・タイムズ』に全面意見広告を掲載」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

2024年8月（供花問題）

記載内容：「2024年8月、前原氏が自身の支持者の葬儀に際し...」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

2013年（財政法案）

記載内容：「例えば2013年には『国及び地方公共団体の責任ある財政運営の確保に関する法律案』（第183回
国会提出）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

2014年（行革法案）

記載内容：「また2014年には『総合的な行財政改革を推進するための基盤整備法案』（第186回国会提出）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

2024年12月（安保法案）

記載内容：「2024年12月には安全保障分野で超党派の動きがあり」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載



2016年前後（Twitter開設）

記載内容：「前原氏がTwitter（現X）アカウント『@Maehara2016』を開設したのは2016年前後」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

2018年頃（Twitter本格運用）

記載内容：「本格的に運用し始めたのは国民民主党時代の2018年頃から」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

2017年3月23日（社労士議連）

記載内容：「2017年3月23日の民進党社労士議連総会では」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

1991年（京都府議初当選）

記載内容：「1991年に京都府議会議員に初当選」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

1993年（国政初進出）

記載内容：「1993年の衆院選で旧京都1区から国政に初進出」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

2019年（幼保無償化）

記載内容：「幼児教育・保育の無償化は2019年に実施済み」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書8ページ目に記載

2010年（高校授業料）

記載内容：「高校授業料も民主党政権下の2010年に実現」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書8ページ目に記載

2025年（政治資金規正法改正）

記載内容：「第2弾として2025年に領収書の電子公開と10年後のインターネット開示を義務づける改正が成
立」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目、8ページ目に記載

2010年（尖閣漁船衝突事件）



記載内容：「民主党政権下で外相として直面した2010年尖閣沖漁船衝突事件」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に記載

2022年（ウクライナ危機言及）

記載内容：「ウクライナ危機が深刻化した2022年には」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

2021年～22年（選挙対策委員長）

記載内容：「国民民主党では選挙対策委員長（2021年～22年）として」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

2023年京都市長選

記載内容：「2023年京都市長選では維新系候補を側面支援」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

2014年（YouTubeチャンネル開設）

記載内容：「彼の公式YouTubeチャンネル『前原誠司チャンネル official』は2014年に開設」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

2.2 金額  

2億ドル支援表明

記載内容：「安倍首相が中東で表明した2億ドル支援表明」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に記載

5万円（初期献金）

記載内容：「当初判明したのは2005年頃からの計5万円の献金」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

34万円（6年間の献金）

記載内容：「2005～2010年の6年間に在日外国人3人や外国人が代表を務める法人から計34万円の献金を受
領」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

約100万円（1996-2003年の献金）
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記載内容：「1996～2003年にも外国人関係企業から計約100万円の献金を受けていた」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

2.3 その他の数値  

当選11回

記載内容：「衆議院議員（京都2区、当選11回）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

0歳～18歳（教育無償化）

記載内容：「0歳～18歳までの教育無償化を断行する」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

第50回衆議院議員総選挙

記載内容：記載通り

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

第183回国会/第186回国会/第211回常会/第213回国会/第216回国会

記載内容：各法案提出時の国会回次

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

5～6本程度（法案提出数）

記載内容：「2015–2025年の前原氏の法案提出数は、確認できるだけでも5～6本程度」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

数百回規模（発言回数）

記載内容：「彼の発言回数は累計数百回規模にのぼり」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

数十万字（発言録）

記載内容：「その発言録文字数はゆうに数十万字（単行本数冊分）を超えます」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

約2万人（2020年頃のTwitterフォロワー）

記載内容：「2020年頃には約2万人」
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検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

約3.6万人（2023年春のTwitterフォロワー）

記載内容：「2023年春には約3.6万人に達しました」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

およそ5万弱（2025年半ばのTwitterフォロワー）

記載内容：「2025年半ば時点でフォロワー数はおよそ5万弱と推定」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

1万2千人程度（Facebookフォロワー）

記載内容：「Facebookページでは...フォロワーは1万2千人程度」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

約2,500人（YouTubeチャンネル登録者）

記載内容：「2025年10月時点でチャンネル登録者数は約2,500人」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

200本超（YouTube動画本数）

記載内容：「動画本数は200本を超えており」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

168人（統一教会関連リスト）

記載内容：「結果としてリストに名を連ねた168人の中に入ってしまった」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

5人中4人（教育無償化の会→維新合流）

記載内容：「（発足メンバー5人中4人が維新へ）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書5ページ目に記載

50点程度（政治改革実現度）

記載内容：「前原氏が目指すクリーン政治の実現度は現時点で50点程度」

記載内容：分析者の評価（数値は主観的評価）

検証結果：✓正確（記事作成者の評価として適切）



ゼロ％（法案成立率）

記載内容：「その成立率はゼロ％（共同提出含め可決成立した議員立法はなし）」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

20～30代の割合増加（Twitter）

記載内容：「Twitterのフォロワーデータからは20～30代の割合が合流後に増えたとの分析もあります」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に「選挙プランナーのコメント」として記載

2005～2010年の6年間

記載内容：外国人献金の期間

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

1996～2003年

記載内容：追加の外国人献金期間

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

3. その他の重要な事実関係  

3.1 政策内容  

教育無償化（一石四鳥）

記載内容：「①教育格差の是正、②少子化対策、③国際競争力の回復、④賃金上昇」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

政治改革の柱

記載内容：企業・団体献金の全面禁止、政党交付金廃止、歳費使途公開、議員定数削減など

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

北陸新幹線ルート問題

記載内容：米原ルート vs 小浜・京都ルート

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目、9ページ目に記載
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3.2 法案名称  

「国及び地方公共団体の責任ある財政運営の確保に関する法律案」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

「総合的な行財政改革を推進するための基盤整備法案」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

「新しい国のかたちの創造的改革の推進に関する基本法案」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

「全世代にわたる教育無償化等の推進に関する法律案」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

「高等学校等に係る教育無償化等の推進に関する法律案」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

「我が国の総合的な安全保障の確保を図るための土地等の取得・利用規制法案」

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書2ページ目に記載

3.3 経歴関連  

京都大学法学部卒業

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

松下政経塾出身

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

1991年京都府議初当選

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

1993年国政初進出

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

外務大臣、国土交通大臣、国家戦略担当大臣を歴任
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af://n753


検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

2017年民進党代表

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

国民民主党代表代行

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書1ページ目に記載

3.4 発言・エピソード  

ISIL人質事件への質疑（2015年1月）

記載内容：記事に詳細記載

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に記載

「大義なき解散」批判

記載内容：記事に記載

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書3ページ目に記載

産経新聞記者排除問題（2010年）

記載内容：記事に記載

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書6ページ目に記載

3.5 SNSアカウント  

Twitter: @Maehara2016

記載内容：記事に記載

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載

YouTubeチャンネル：前原誠司チャンネル official

記載内容：記事に記載

検証結果：✓正確

根拠：PDF文書7ページ目に記載
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改善提案  

要確認事項（△判定）の詳細  

1. 石破茂首相（当時）の記載について（3ページ目）

問題点: 記事では「2023年の党首討論では石破茂首相（当時）に対し」と記載されているが、2023年
時点で石破茂氏は首相ではなかった（岸田文雄氏が首相）

PDF文書の記載: PDF文書3ページ目でも「2023年の党首討論では石破茂首相（当時）に対し」と記載

推奨対応: 元文書自体に誤りがある可能性が高い。「2023年の党首討論」の相手が石破氏であったかを
再確認すべき。あるいは年次が2024年以降の誤りの可能性

2. 吉村洋文代表の下で共同代表就任

問題点: 「吉村洋文代表の下で党共同代表に就任」との記載について、吉村氏が代表で前原氏が共同代
表なのか、両者が共同代表なのか不明瞭

推奨対応: 維新の党体制（代表と共同代表の関係）を明確化

3. 統一教会関連のリストについて

問題点: 168人のリストの正確性について、鈴木エイト氏の調査結果の検証が必要

推奨対応: 独立した情報源での確認が望ましい

総合評価  

本記事は元のPDF文書に非常に忠実に作成されており、固有名詞、数値、事実関係のほぼすべてが正確に転記されて
います。85項目の検証のうち、問題があったのは0件、要確認が3件（うち1件は元文書自体の潜在的誤り）であ
り、精度は96.5%と極めて高い水準です。

記事作成者は元文書の内容を正確に理解し、適切に要約・再構成しており、情報の歪曲や誤解を招く記述は見られ

ませんでした。
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